
２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

手
段 件

件
休日発行件数

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実
際に行った行政活動（サービ
ス）

休日来庁者数
窓口延長来庁者数

窓口・郵送申請により、各種証明書を交付する。

窓口延長発行件数

戸籍法
細目名 関連計画

根拠法令

26年度（目標）

12,275

人

笠間市に本籍がある者

証明書を交付し、身分を証明し利用者の利便性を図
る

戸籍人口

件

対
象
指
標
成
果
指
標

22,829

88,480

5,323

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

1

法務省

市民生活部　市民課

―

所属部課名

評価事業

継続

―

２　行政運営
５　電子自治体の推進

S 22 単年度（継続） 共催者・関係団体

事
業
期
間

開始年度

負担金の有無

　笠間市に戸籍がある方からの窓
口・郵送等申請に応じて、戸籍・除
籍・改製原戸籍謄・抄本等を交付す
る。

戸籍謄抄本手数料　　　　　　４５０円
除・原戸籍謄抄本手数料　　 ７５０円

予
算
科
目

会計
一般会計
一般会計
一般会計

総務費
補助金の有無

直営 ―
実施手法

0

戸籍数

郵送申請者数

【DO】事務事業の実施

人

人

件

人

トナー代　　　　174,720円
ブックレス（保守委託料）
　　　　　　　　　1,423,800円
ハード　　　  10,470,600円
認証機修理　　　２６，０４０円
改ざん防止用紙150,775円
消耗品費　　　　２９，５５７円

４　【事業費の内容（決算額）】

―

単位

公用申請発行件数

戸籍住民基本台帳費 住民基本台帳事務事業

３　【年度目標】
申請に応じて、証明書を交付する。

④
対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段
件

26年度（計画）

１　【事務事業の全体概要及び背景

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのように
したいのか。どういう状態にした
いのか）

戸籍関係発行件数

27年度（計画）25年度（計画）

千円

千円

千円

千円

19,925 12,275

12,150

単位

人

人

7,500

22年度（実績）

1,582

22年度（実績）

23年度（実績）

179

951

1,791

540

24,427

12,479

250

490

12,479

19,979

25年度（目標）

1,063

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（実績）

23,306

88,116 87,267

12,27512,277

12,277

35,07135,020

408

768

148

12,275 12,275

1.62 12,150 1.00 7,500 1.02

12,275

0 0

12,275 12,275

0

2,138

24年度（実績）

1,826

5,469

12,275

25,409

35,050

12,275

0 0

27年度（目標）

12,275

0

28年度（目標）

職員割合 千円

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

休日来庁者数

人
件
費

活
動
指
標

窓口延長来庁者数

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

7,650 0

総
合
計
画 小施策

12,275

7,650

政
策
体
系

政策
小政策
施策

1,932人

総務費
総務費 戸籍住民基本台帳

戸籍住民基本台帳

戸籍住民基本台帳

戸籍住民基本台帳費

戸籍住民基本台帳費

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します

戸籍事務事業
目

戸籍システム管理事業

款 項

12,275

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

千円

千円

国庫支出金

県支出金

公用申請発行件数

一般財源

事業費計（ア）

千円

窓口延長発行件数

事
業
費

財
源
内
訳

戸籍人口

地方債

その他

件

件

郵送申請者数

戸籍関係発行件数

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画

重点視点
戸籍謄本・抄本交付事務

新規・継続

評価区分

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

人

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上同上 同上

千円

事業費及び指標の推移

12,275

戸籍数

件

件

件

休日発行件数



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

現在の受付交付機小さく混雑しているときには、機械が見えにくいし、呼び出し音は出るが
交付した時に音が出ないので、常に窓口に気を配らないといけないので、仕事に集中でき
ない面がある。

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

現  状  維  持資源配分

　戸籍法において、戸籍に関する事務は市町村長がこれを管掌するこ
とと定められている。
　　(地方自冶法第2条第9項第1号に規定する第1号法定受託事務）

札を取った時に音の出る大きめの交付
機の設置を検討。

その他

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

②改革・改善案を実現する上で克服する
べき課題と解決方法

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

財政的問題があるので、財政課と協議す
る。

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
必要経費のためこれ以上の削減の余地はない。

戸籍人口は、５年前とほとんど変化なし。渉外婚姻が増加し外国人からの証明発行請求が増えている。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか

窓口に受付交付機を設置したことにより、窓口対応がスムーズになり、窓口での混戦が緩
和された。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

戸籍に関する事務は、地方自治法第２条第９項第１号に規定する法定受託事務であり、人
の身分関係を登録し公証する重要な業務である。

必
要
性
評
価

効
率
性
評
価

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

成
果
指
標

件

人

他市町村から送付

件

件

本籍受理

非本籍受理

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

他課の協力分 千円

417 399

単位

千円

千円

24年度（実績）

1,428

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します

目 細目名

事
業
期
間

開始年度

国庫支出金

県支出金

千円

事
業
費

399

8,550 0

嘱託臨時

財
源
内
訳

地方債

その他

509

1,491

事務事業名

政
策
体
系

政策

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

事業費

事業費及び指標の推移

千円

0

27年度（目標）

399

戸籍法

共催者・関係団体

単位

戸籍処理件数

指標区分

件

件新本籍編製数
活
動
指
標

戸籍全部消除件数

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

399

2,181

35,050

399

0

1,494

件

件

25年度（目標）

4,040

22年度（実績）

640 586

616

24年度（実績）

617

595

7,6176,134

3,982

399

5,625

0 0

399

0

417

1.14

399

0.75 5,625 0.96 7,200

399 399399

399 399

368

35,07135,057

2,1952,234

88,298 88,116 87,267

384 359

4,112

399

8,550千円

25年度（計画）22年度（実績） 28年度（計画）

7,200

26年度（計画） 27年度（計画）23年度（実績）

時間外

職員割合

千円

千円

509

550

8,949

―

0

届書　　　　　５４，２７３円
書籍代　　 　88,474円
コピー　　　　９９，９７７円
協議会負担金
　　　　　　　　３０，７００円
ゴム印等　　 ３２，９９３円
通信運搬費　９３，０００円

４　【事業費の内容（決算額）】

項

３　【年度目標】

関連計画

―
負担金の有無

根拠法令

補助率

S 22 単年度（継続）

終了年度
新規・継続

―
―

後期基本計
画

重点視点

継続

所属部課名

義務的事業

市民生活部　市民課

法務省

所管省庁

26年度（目標）

0

人

件

件
件

対
象
指
標

本籍数

本籍人口数

23年度（実績）

人
件
費

単位

非本籍受理

④
対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段
件

件
件

本籍人口数

本籍受理

手
段

③目的を達成するために実
際に行った行政活動（サービ
ス）

戸籍の届出をする者

各種届書を受理審査し、適正に処理する。
②事務事業の意図（どのように
したいのか。どういう状態にした
いのか）

本籍数

他市町村から送付

評価区分

評価外事業

実施手法
直営

補助金の有無

補
助
単
独
区
分

2

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

戸籍各種届出受付審査事務

実施計画・事務事業評価共通調書

総
合
計
画

小政策

事務事業番号

小施策
施策

【PLAN】事務事業の計画

予
算
科
目

会計
一般会計

２　行政運営
５　電子自治体の推進

戸籍住民基本台帳費 戸籍事務事業総務費 戸籍住民基本台帳費

款

【DO】事務事業の実施

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

１　【事務事業の全体概要及び背景

件戸籍処理件数

⑥
活動
指標

新本籍編製数
戸籍全部消除件数

窓口や郵送で他市町村から送付
された各種戸籍の届出を受付
し、審査受理する。
戸籍受理件数　　　２，５５４件
他市町村からの送付分　　１，４２
８件

戸籍届書を審査して受理する。

28年度（目標）

受付けた届書の内容を審査して受理した後、戸籍記載し関
係市町村に書類を送付する

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上同上 同上



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【CHECK】事務事業の一次評価

資源配分

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

④取組状況
②改革・改善案を実現する上で克服する
べき課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

【PLAN】事務事業の計画

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　【年度目標】
窓口・郵送申請により、各種証明
書を交付する。

住民票抄本手数料　　　　３００円
住民票謄本手数料　　　　３００円
６００円
戸籍附票手数料　　　　　３００円

項 細目名 関連計画
総務費 戸籍住民基本台帳費

款
根拠法令

総
合
計
画

住民基本台帳法

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

目

共催者・関係団体

予
算
科
目

ロールペーパー１７，６４０円
改葬許可申請書　２１，０００円
通信運搬費　 １４２，５００円
窓口封筒　　　　　４，０９５円
消耗品費　　　　　４，３０３円
改ざん防止用紙　148,000円

世帯数

住民票等発行件数

５　事務事業の目的と手段
人

笠間市に住民登録をしたことがある者

証明書を交付し、身分を証明し利用者の利便性を図
る

人口

日

休日発行件数
窓口・郵送申請により、各種証明書を交付する。

単位

窓口延長発行件数

件

戸

件
公用申請住民票等発行件数

28年度（目標）

0

337

対
象
指
標

29,094 29,286 29,773

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

成
果
指
標

35,525

3,785 3,570

義務的事業

終了年度
補助率

総務省

後期基本計
画

重点視点
―

所属部課名事務事業番号

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画 市民生活部　市民課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

不明 継続（単年度）

―

継続

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法
―

負担金の有無

⑥
活動
指標

申請に応じて、証明書を交付する。
１　【事務事業の全体概要及び背景

目
的 ⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

件

26年度（計画） 27年度（計画）

9

手
段

0

337

③目的を達成するために実
際に行った行政活動（サービ
ス）

22年度（実績） 25年度（計画）

事業費及び指標の推移

日
休日開庁日数
窓口延長日数

件

0

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（実績）

0

337

9,525

7,500

566

659

344

窓口延長日数

24年度（実績）

47

7,500 1.27

22年度（実績） 23年度（実績） 26年度（目標）

337

3,293

79,63680,374

32,627 37,952

79,409

337 337

421

9,862

0 0

337

25年度（目標）

337

27年度（目標）

0

337

0

休日発行件数

千円

千円

0.75 1.005,625

千円

5,625

664

48 50

51

7,167 8,144

4751

806

9,525

休日開庁日数

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

職員割合

活
動
指
標

県支出金

地方債

その他

事業費計（ア）

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します

戸籍事務事業

２　行政運営
５　電子自治体の推進

住民基本台帳事務事業

総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

戸籍住民基本台帳費

会計
一般会計
一般会計

②事務事業の意図（どのように
したいのか。どういう状態にした
いのか）

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金

④
対象
指標

千円

千円

千円

単位

千円

千円

千円

337

337

3371,542

1,542 644

644

337337

単位

件

戸

日

日

人

件

件窓口延長発行件数

人口

世帯数

住民票等発行件数

公用申請住民票等発行件数

事務事業名

政
策
体
系

政策

3

小政策

評価区分

評価事業
住民基本台帳証明交付事務

施策
小施策

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画

件

同上 同上 同上



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①改革・改善案

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
必要経費のため、これ以上削減の余地はない。

札を取った時に音の出る大きめ交付機
の設置検討。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

②改革・改善案を実現する上で克服する
べき課題と解決方法

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

名称

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

財政的な問題があるため、財政課と協議
する。

　住民基本台帳法　第1条にて市町村事務と規定。
　（住民に関する記録を正確かつ統一的に行う住民基本台帳の制度を
定め、もって住民の利便を増進するとともに、国及び地方公共団体の
行政の合理化に資することを目的としてる。）

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持

③前年度の改革・改善案

④取組状況

人口は合併時から見ると減少（２０００人強）。少子高齢化が進んでいる。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

必
要
性
評
価

現在の受付交付機は小さく混雑しているときには、機械が見えにくいし、呼び出し音はでる
が交付した時には音が出ないので、常に窓口に気を配らなければいけないので、仕事に
集中できない面がある。

【CHECK】事務事業の一次評価

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

窓口に受付交付機を設置したことにより、窓口対応がスムーズになり、窓口での混戦が緩
和された。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

住民基本台帳法第１条において、市町村は住民に関する正確な記録・住民の居住関係を
公証する。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

件

人

人

人

人

人転出者等

76

76

7690

90 83

83

76

千円

千円

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

4

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

時間外 千円

職員割合

千円

千円

事業費

事
業
費

地方債

単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

他課の協力分

県支出金

【DO】事務事業の実施

笠間市に住所がある者

各種届書を受理し、住所地番を正確に把握し、住民
の登録の適正化を図る。

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実
際に行った行政活動（サービ
ス）

財
源
内
訳

国庫支出金

22年度（実績）

その他

76

08,550

8,626

指標区分

件

件転入届出件数

27年度（目標）

転入者等

76

28年度（目標）

0

76

0 0

2,469

2,275

2,037

25年度（目標）

0 0

76 76

76

76 76

24年度（実績）

76

0

79,409

1,383

1,7251,672

1,452

3,652

79,904

0.79 5,9250.87 6,525 0

39,214

4,612

1,504

1,753

3,584

79,636

8,5501.14

76

24年度（実績） 27年度（計画） 28年度（計画）26年度（計画）25年度（計画）23年度（実績）

6,008

5,925

23年度（実績）

活
動
指
標

転出届出件数

6,525

6,615

その他届出件数

人
件
費

22年度（実績）

人件費計（イ）

人

人

―

人

人女
転入者等

５　事務事業の目的と手段

笠間市に住所のある者の、住民
票異動届出を受理する。

負担金の有無実施手法
―

本代　　　　　２１，２３４円
消耗品費　　４１，０１７円
旅費　　　　　１４，０００円

市民生活部　市民課

―

所属部課名

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

―

共催者・関係団体

総務省

住民基本台帳法

件

３　【年度目標】

単位

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営

その他届出件数

転出者等

件

人

転入届出件数
転出届出件数 件

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのように
したいのか。どういう状態にした
いのか）

39,321

単位

千円嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

女

男

人口
男

各種届出を受付し、異動処理をする。

④
対象
指標
⑤

成果
指標

人口

26年度（目標）

成
果
指
標

2,590

40,583

3,060 3,146

40,422 40,235

対
象
指
標

38,926

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画

重点視点

事務事業番号

事務事業性質評価区分

評価外事業

【PLAN】事務事業の計画

住民基本台帳各種届出受付審
査事務

義務的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

目 細目名

不明

款

２　行政運営
終了年度

総務費

事務事業名

予
算
科
目

会計
一般会計

５　電子自治体の推進

総
合
計
画 単年度（継続）

戸籍住民基本台帳費 住民基本台帳事務事業

項
根拠法令
関連計画

戸籍住民基本台帳費

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上

手
段

同上 同上

１　【事務事業の全体概要及び背景

政
策
体
系

転入・転出・転居届出を受理し、異動票を交付したり、住民
票の異動処理を行う。

政策 ６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕 継続



　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

一次評価結果

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

【CHECK】事務事業の一次評価

全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

③前年度の改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

【ACTION】事務事業の改革・改善

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

②改革・改善案を実現する上で克服する
べき課題と解決方法

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

目

手
段 件

件
埋火葬許可証延長日発行件数(内数）

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実
際に行った行政活動（サービ
ス）

埋火葬許可証発行件数
埋火葬許可証開庁日発行件数（内数）

活
動
指
標

総
合
計
画

墓地、埋葬等に関する法律・戸籍法根拠法令
細目名 関連計画款 項

死亡の届出をする者

死亡届出を受理し、埋火葬許可書を正確に発行す
る。

埋火葬許可証発行件数 件

件

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのように
したいのか。どういう状態にした
いのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標
成
果
指
標

880

補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画 ―
厚生労働省

開始年度

所属部課名事務事業番号
補
助
単
独
区
分

義務的事業

終了年度

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します

埋火葬許可事務

事
業
期
間

市民生活部　市民課

所管省庁

不明 単年度（継続）

―

継続

共催者・関係団体

死亡の届出をする者

予
算
科
目

会計
一般会計 総務費

１　【事務事業の全体概要及び背景 ４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―
３　【年度目標】

負担金の有無実施手法

死亡届出に基づき、死体埋火葬許可書を交付する

埋火葬許可申請者

件

事業費及び指標の推移

千円国庫支出金

埋火葬許可証日直等発行件数（内数）

【DO】事務事業の実施

26年度（計画） 27年度（計画）

死亡届を受理し、許可証を交付する。

22年度（実績）

154

28年度（目標）

0

0

埋火葬許可証開庁日発行件数（内数） 41

件

埋火葬許可証発行件数

埋火葬許可証日直等発行件数（内数）

54

936

254

1

0

0

825 0

0.10 750 0.11 0

24年度（実績） 25年度（計画） 28年度（計画）

936880

936 908

0 0

0 0

825

25年度（目標）

908

0

人

件 1

埋火葬許可申請者

27年度（目標）指標区分

件

件

23年度（実績） 24年度（実績）

908

00

26年度（目標）

千円 1,650 00

埋火葬許可証延長日発行件数(内数）

5

825

政策
小政策
施策

小施策
２　行政運営
５　電子自治体の推進

0.22 1,650

戸籍住民基本台帳費 住民基本台帳事務

人件費計（イ）

千円

地方債 千円

千円

千円

その他

時間外

880

22年度（実績）

750

戸籍住民基本台帳費

0

0

0 0

23年度（実績）

1,650 750

事業費 単位

―

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

事
業
費

財
源
内
訳

0

県支出金

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

埋火葬許可証発行件数 件

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画

重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上同上 同上



【CHECK】事務事業の一次評価

②改革・改善案を実現する上で克服する
べき課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

必要性

有効性

効率性

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

件

件

件

件

円

円

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

278500

500 523

523

278

8,278,800

6,525 8,550

368

22年度（実績） 23年度（実績）

768

1,582人休日来庁者数

証明書発行手数料

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

人
件
費 他課の協力分

政
策
体
系

政策

２　行政運営
５　電子自治体の推進

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します小政策
施策

小施策

0

7,025

時間外

千円

千円

人

単位

戸籍住民基本台帳費

278

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

休日発行・登録件数

指標区分

再登録手数料

窓口延長発行・登録件数

8,828 278

1,144

1,063

999

405

951

532

0 0

278278

278 278

1,013

1,8261,791

窓口延長来庁者数

27,596

278

8,550

27年度（計画）26年度（計画）

1,101 1,007

0.89

7,198

6,675

6,675

22年度（実績） 23年度（実績）

0.87 6,525

24年度（実績）

1.14 0

25年度（目標）

0

278

278 278

0

278

26年度（目標）

278

27年度（目標）

00

28年度（目標）

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

負担金の有無

保護シール　　　１０，５００円
改ざん防止用紙　148,000円
印鑑登録証カードケース
　　　　　　　　　　１１９，７００円

市民生活部　市民課

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景
印鑑登録することにより、個人の
財産を保護する。

証明手数料　　　　　３００円
再交付手数料　 　　５００円

予
算
科
目

会計

S 49 単年度（継続）

―

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計
画

重点視点

継続
―

義務的事業

単位

再登録手数料

④
対象
指標

終了年度

住民基本台帳事務事業

補
助
単
独
区
分

所管省庁

総務省

新規・継続

活
動
指
標

25年度（計画）

補助率

目
的

一般会計 総務費

【DO】事務事業の実施

550,500

対
象
指
標

証明書発行件数

再登録件数

503,500

27,85828,439

8,357,400

1,035

件

円

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのように
したいのか。どういう状態にした
いのか）

笠間市に住民登録のある者
証明書発行件数
再登録件数

証明書発行手数料
財産保護を図りつつ、利用者に対しその証明書を
適切に交付する。

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実
際に行った行政活動（サービ
ス）

休日発行・登録件数
窓口延長来庁者数
休日来庁者数

件窓口延長発行・登録件数

成
果
指
標

8,531,700

517,500

件
人
人

円

総
合
計
画

戸籍住民費本台帳費

３　【年度目標】
申請に基づき、印鑑登録をし、登録カードを発行し証明書を
交付する。

細目名

事
業
期
間

開始年度

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

手
段

印鑑登録することにより、個人の財産・権利を保護す
る。

⑤
成果
指標

５　事務事業の目的と手段

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

6事務事業番号

印鑑登録・証明事務
評価区分

評価事業

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上同上 同上

件



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

窓口に受付交付機を設置したことにより、窓口対応がスムーズになり、窓口での混戦が緩
和された。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

必要経費のため、削減の余地がない。

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

【CHECK】事務事業の一次評価

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

個人の印鑑登録は市町村の自治事務となっている。
印鑑証明は個人の財産を守る大事な証明である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

登録証の紛失等による再登録者数が増加している。

財政的な問題があるので、財政課と協議
する。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

札を取ったときに音の出る大きめの機械
の設置検討。

①改革・改善案

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

現在の受付交付機小さく混雑しているときには、機械が見えにくいし、呼び出し音はでるが
交付した時に音が出ないので、常に窓口に気を配らなければならないので、仕事に集中で
きない面がる。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

②改革・改善案を実現する上で克服する
べき課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

　個人の印鑑登録は、市町村の自冶事務。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

身上照会警察署等延べ件数

件

件

人

件

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

14

0 0 14

43

5,400

1,050

4,425

22年度（実績） 23年度（実績）

件既決犯罪人通知処理件数

叙勲申請者

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

人
件
費 他課の協力分

政
策
体
系

政策

２　行政運営
５　電子自治体の推進

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します小政策
施策

小施策

0

5,400

時間外

千円

千円

件

単位

戸籍住民基本台帳費

14

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

他市町村へ異動通知

件

指標区分

公職選挙法関係処理

他市町村からの異動通知処理

4,439 14

8

484

200

12

10

291

12

0 0

1414

14 14

131161

犯歴消滅処理件数

14

4,425

27年度（計画）26年度（計画）

0.62

4,650

4,650

4,650

22年度（実績） 23年度（実績）

0.72 5,400

24年度（実績）

0.59 0

25年度（目標）

0

14

14 14

0

14

26年度（目標）

14

27年度（目標）

00

28年度（目標）

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

負担金の有無

本代　　　　　　４，０００円
コピー代　　　 ９，８５６円

市民生活部　市民課

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景
検察庁・前本籍地かろの通知に
基づき、犯罪人名簿を作成し、身
分関係の証明等を行う。

予
算
科
目

会計

不明 継続

―

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計
画

重点視点

継続
―

義務的事業

単位

公職選挙法関係処理

④
対象
指標

終了年度

戸籍事務事業

補
助
単
独
区
分

所管省庁

法務省

新規・継続

活
動
指
標

25年度（計画）

補助率

目
的

一般会計 総務費

【DO】事務事業の実施

52

対
象
指
標

犯罪を犯した者

20

57

人

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのように
したいのか。どういう状態にした
いのか）

笠間市に現本籍のある者
犯罪を犯した者

身上照会警察署等延べ件数

叙勲申請者
笠間市に本籍のある者の犯罪歴を明確に把握し、
身分証明を適正に行う。

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実
際に行った行政活動（サービ
ス）

他市町村へ異動通知
犯歴消滅処理件数
既決犯罪人通知処理件数

件他市町村からの異動通知処理

成
果
指
標

件
件
件

件
件

総
合
計
画

戸籍住民基本台帳費

３　【年度目標】

地方自冶法・公職選挙法

犯罪人名簿を作成管理し、身分関係の証明や選挙人名簿
加除のための通知を行う。

細目名

事
業
期
間

開始年度

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

手
段

検察庁・前本籍地市町村からの通知に基づき、犯罪
人名簿を作成し、叙勲等の申請、資格・免許の取得
に関して身分証明を行う。また、公職選挙法関係の
通知（停止・回復）を発送する。

⑤
成果
指標

５　事務事業の目的と手段

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

8事務事業番号

民刑事項諸帳簿整理事務
評価区分

評価外事業

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上同上 同上



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

【CHECK】事務事業の一次評価

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

②改革・改善案を実現する上で克服する
べき課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

目

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実
際に行った行政活動（サービ
ス）

休日証明書発行件数
窓口延長日証明書発行件数

活
動
指
標

総
合
計
画

住民基本台帳法・（外国人登録法）根拠法令
細目名 関連計画款 項

登録済証明書発行手数料

笠間市に居住する外国人

国内に在留する外国人の住民票を正確に作成し、
管理する。

新規登録 件

件

件

目
的

単位

出国等閉鎖件数

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのように
したいのか。どういう状態にした
いのか）

５　事務事業の目的と手段
人

円

対
象
指
標
成
果
指
標

72

90 126

補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画 ―
国補助 法務省

開始年度

所属部課名事務事業番号
補
助
単
独
区
分

義務的事業

終了年度

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します

外国人住基連携事務

事
業
期
間

市民生活部　市民課

所管省庁

S 27 単年度（継続）

―

共催者・関係団体

笠間に居住し、在留資格のある
外国人の登録申請を受理し、要
望に応じて登録済証明書を発行
する。

登録済証明手数料　　　３００円

予
算
科
目

会計
一般会計 総務費

１　【事務事業の全体概要及び背景 ４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―
３　【年度目標】

負担金の有無実施手法

住基改修　　５，２５０，０００円在留申請書を受理し、外国人に対して登録済み証明書を発
行し、身分を証明する。
平成２４年７月９日付けで、外国人登録制度が廃止になっ
た。

登録外国人数

件

事業費及び指標の推移

千円国庫支出金

【DO】事務事業の実施

26年度（計画） 27年度（計画）

市内に居住する外国人に対して、日本人同様に住
民基本台帳を作成、住民票を発行する。

22年度（実績）

28年度（目標）

0

0

窓口延長日証明書発行件数 5

休日証明書発行件数

29

19

0

0

5,250

5,775 0

0.94 7,050

0

0.77 0

24年度（実績） 25年度（計画） 28年度（計画）

―

557

0

521

61 31

0 0

0 0

11,025

25年度（目標）

5

0

人登録外国人数

27年度（目標）指標区分

件

件

23年度（実績） 24年度（実績）

542

00

26年度（目標）

千円 7,927 00

7

0

5,775

政策
小政策
施策

小施策
２　行政運営
５　電子自治体の推進

1.05 7,875

戸籍住民基本台帳費 住民基本台帳事務事業

人件費計（イ）

千円

地方債 千円

千円

千円

その他

時間外

54

4

22年度（実績）

7,083

戸籍住民基本台帳費

5,250

52

52 33

33

23年度（実績）

7,875 7,050

事業費 単位

―

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

事
業
費

財
源
内
訳

0

0

県支出金

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

新規登録

出国等閉鎖件数

件

登録済証明書発行手数料 円

件

23,70092,40082,500

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画

重点視点

新規・継続

評価区分

評価事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画



【CHECK】事務事業の一次評価

②改革・改善案を実現する上で克服する
べき課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

平成２４年７月９日から外国人登録制度が廃止になり、住民基本台帳へ移行となった。

平成２４年７月９日から、住民基本台帳法の一部改正により、外国人も住民登録製になるに伴い、外国人登録制度が廃止になり、新たに住基連
携事務がスタートした。

総合評価

今後の方向性 事業完了
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

－資源配分

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

外国人登録法が廃止になった。
　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

必要性

有効性

効率性

外国人登録法が廃止になり、それに伴い新たに住基連携事業がスタートした。

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
住民基本台帳法の一部改正により、外国人登録法が廃止となる。

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　住民基本台帳法の一部を改正する法律（平成21年7月15日公布）によ
り、外国人住民を住民基本台帳法の適用対象に加える。
　これにより、外国人登録法が廃止となった。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

目

手
段 件

件
世帯変更

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実
際に行った行政活動（サービ
ス）

転入届出
転出届出

活
動
指
標

総
合
計
画

住民基本台帳法根拠法令
細目名 関連計画款 項

笠間市に住所がある者

住所の異動申請に基づいて、住民票を正確に
作成し、管理をする。

世帯数

転入者等記載人数 人

件

人

目
的

単位

転出等消除人数

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのように
したいのか。どういう状態にした
いのか）

５　事務事業の目的と手段
件

対
象
指
標
成
果
指
標

10,944

29,094

3,212 3,227

補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画 ―
総務省

開始年度

所属部課名事務事業番号
補
助
単
独
区
分

義務的事業

終了年度

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します

住民基本台帳記載整備事務

事
業
期
間

市民生活部　市民課

所管省庁

不明 単年度（継続）

―

継続

共催者・関係団体

笠間市に住民登録した者の管理
を行う。

予
算
科
目

会計
一般会計
一般会計

総務費

１　【事務事業の全体概要及び背景

戸籍事務事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―
３　【年度目標】

負担金の有無実施手法

件

本代　　　　　　１４，９１０円
賃金　　　１，５６６，１８０円
通信運搬費 １４２，５００円
消耗品費　　  　９，６２３円

住民基本台帳の管理を行う。

人口

件

事業費及び指標の推移

千円国庫支出金

その他

【DO】事務事業の実施

26年度（計画） 27年度（計画）

住所の異動に伴い、台帳を整備する。

22年度（実績）

3,389

28年度（目標）

1,733

0

転出届出 1,753

件

転入届出

その他

1,725

1,383

4,363

249

3,613

1,733

0

1,733

5,850 0

0.60 4,500

1,733

0.78 0

24年度（実績） 25年度（計画） 28年度（計画）

3,292

79,636

1,733

80,125

10,709 11,207

0 0

1,733 1,733

7,583

25年度（目標）

1,504

1,733

件

件

件 39 195

29,286 29,773

人口

世帯数

27年度（目標）指標区分

件

件

23年度（実績） 24年度（実績）

79,409

00

26年度（目標）

千円 9,052 1,7331,733

世帯変更

9

1,733

5,850

政策
小政策
施策

小施策
２　行政運営
５　電子自治体の推進

0.86 6,450

戸籍住民基本台帳費

総務費

住民基本台帳事務事業
戸籍住民基本台帳費

人件費計（イ）

千円

地方債 千円

千円

千円

その他

時間外

1,672

1,452

22年度（実績）

7,173

戸籍住民基本台帳費

戸籍住民基本台帳費

1,733

2,602

2,602 2,673

2,673

23年度（実績）

6,450 4,500

事業費 単位

―

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

事
業
費

財
源
内
訳

1,733

1,733

県支出金

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

転入者等記載人数

転出等消除人数

人

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画

重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上同上 同上



【CHECK】事務事業の一次評価

②改革・改善案を実現する上で克服する
べき課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

必要性

有効性

効率性

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

カード発行手数料

人

件

件

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

4,1044,400

4,400 5,072

5,070

4,104

0

254

0

127,000

4,425

22年度（実績） 23年度（実績）

490件カード発行件数

カード発行件数

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

人
件
費 他課の協力分

政
策
体
系

政策

２　行政運営
５　電子自治体の推進

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します小政策
施策

小施策

0

4,400

時間外

千円

千円

円

単位

総務費 戸籍住民基本台帳費

戸籍住民基本台帳費

4,104

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

円

指標区分

認証サービス件数

8,529 4,104

125,000

0 0

4,1044,104

4,104 4,104

254289

認証サービス件数

79,409

4,104

4,425

27年度（計画）26年度（計画）

0.46

8,522

3,450

2

3,450

22年度（実績） 23年度（実績）

0

24年度（実績）

0.59 0

25年度（目標）

0

4,104

4,104 4,104

0

4,104

26年度（目標）

4,104

27年度（目標）

00

28年度（目標）

28年度（計画）

住基ネットワーク管理事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

負担金の有無

使用料　　　２，１６４，３６５円
システム保守料
　　　　　　　 　　２７９，７２０円
住基カード代　４７１，４５０円
消耗品費　　　１１３，７９４円
委託料　　　１，０７４，５７０円

市民生活部　市民課

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景
申請に基づいて住基カードを発
行し、公的個人認証を入れる。

カード発行手数料　　　５００円

予
算
科
目

会計

H1６ 単年度（継続）

―

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計
画

重点視点

継続
―

義務的事業

単位

認証サービス件数

④
対象
指標

終了年度

戸籍事務事業

補
助
単
独
区
分

所管省庁

県補助 総務省

新規・継続

活
動
指
標

25年度（計画）

補助率

目
的

一般会計
一般会計

総務費

【DO】事務事業の実施

169

対
象
指
標

人口

137

79,63680,125

244

件

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのように
したいのか。どういう状態にした
いのか）

笠間市に住所がある者
人口

カード発行手数料

カード発行件数写真付きの住基カードは本人確認の身分証明の代り
になるので、運転免許証の無い方には積極的に申
請
してもらう

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実
際に行った行政活動（サービ
ス）

認証サービス件数
カード発行件数

成
果
指
標

475

163

円
件

件
円

総
合
計
画

戸籍住民基本台帳費

３　【年度目標】

住民基本台帳法

申請書受付、住基カード作成、交付。
申請に基づいて、公的個人認証入力。

細目名

事
業
期
間

開始年度

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

手
段

戸籍住民基本台帳費

住基カードの発行、公的個人認証サービスを行う。

⑤
成果
指標

５　事務事業の目的と手段

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

10事務事業番号

住基ネット・公的個人認証事務
評価区分

評価事業

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上同上 同上

人



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

申請者は特定の利用に限られているため発行件数は微増となっている。
マイナンバー制度の法案成立によって、カードに付加価値を付けることが出来なくなったの
でカード普及の増加が見込まれない。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

必要経費のため削減できない。

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

【CHECK】事務事業の一次評価

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

住民の方々の利便性の向上と国及び地方公共団体の行政の合理に資するため居住関係
を公証する住民基本台帳をネットワーク化し、全国共通の本人確認が出来るシステムで
す。またインターネットを通じて安全確実な行政手続等を行うことが出来る。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

カード無料化が終わり、自主的免許返納者に対する市民活動課の支援対策で高齢者の住基カード取得者が増えた。
平成２４年７月９日の法改正により、他市町村に移動しても継続利用が可能になった。
マイナンバー制度の法案成立により、今後住基カードがどうなるのか。

何の付加価値をつけるかは他課との協
議が必要。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

他課の業務と提携し、住民基本台帳
カードに付加価値をつける検討をする。

①改革・改善案

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

マイナンバー制度の法案成立に伴い住民基本台帳カードに付加価値を付けることが出来
なくなったのでカード普及の推進ができなくなった。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

②改革・改善案を実現する上で克服する
べき課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

マイナンバー制度

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

　　住民基本台帳法　第1条にて市町村事務と規定。
（住民に関する記録を正確かつ統一的に行う住民基本台帳の制度を定
め、もって住民の利便を増進するとともに、国及び地方公共団体の行政
の合理化に資することを目的としてる。）

マイナンバー制度への移行



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

目

手
段 件他市町村からの送付分

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実
際に行った行政活動（サービ
ス）

本籍人届出受理
非本籍人届出受理

活
動
指
標

総
合
計
画

戸籍法根拠法令
細目名 関連計画款 項

笠間市に戸籍の届出を
する者

受理した届書を、速やかに処理をする。

本籍人口数

新戸籍編成数 件

件

件

目
的

単位

戸籍全部消除件数

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのように
したいのか。どういう状態にした
いのか）

５　事務事業の目的と手段
件

対
象
指
標
成
果
指
標

640

88,298

550 595

補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画 ―
国補助 法務省

開始年度

所属部課名事務事業番号
補
助
単
独
区
分

義務的事業

終了年度

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します

戸籍記載整備事務

事
業
期
間

市民生活部　市民課

所管省庁

S 22 単年度（継続）

―

継続

共催者・関係団体

受理した届書に基づき、戸籍の
記載をする。

予
算
科
目

会計
一般会計
一般会計

総務費

１　【事務事業の全体概要及び背景

戸籍システム管理事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―
３　【年度目標】

負担金の有無実施手法

人

書籍代　　　　　　８４，４７５円
ソフト使用料　　５，８５９，０００円
旅費　　　　　　 　３２，７２０円
消耗品費　　　　２５，０１１円

届書を審査・受理・記載し関係する市町村に届書を送付し、
月ごとに受理した本籍分の届書を法務局に進達する。

本籍数

件

事業費及び指標の推移

千円国庫支出金

【DO】事務事業の実施

26年度（計画） 27年度（計画）

受理した届書に基づき、戸籍を記載し、関係市町村
に届書を発送し、法務局に送達する。

22年度（実績）

28年度（目標）

6,001

0

非本籍人届出受理 368

本籍人届出受理

359

2,195

1,491

6,001

0

6,001

12,450 0

1.86 13,950

6,001

1.66 0

24年度（実績） 25年度（計画） 28年度（計画）

616

35,051

6,001

35,057

586 617

0 0

6,001 6,001

18,451

25年度（目標）

2,181

6,001

件

人

件 1,494 1,428

87,885 87,267

本籍数

本籍人口数

27年度（目標）指標区分

件

件

23年度（実績） 24年度（実績）

35,050

00

26年度（目標）

千円 19,698 6,0016,001

他市町村からの送付分

11

6,001

12,450

政策
小政策
施策

小施策
２　行政運営
５　電子自治体の推進

1.66 12,450

戸籍住民基本台帳費

総務費
戸籍事務事業

戸籍住民基本台帳費

人件費計（イ）

千円

地方債 千円

千円

千円

その他

時間外

384

2,234

22年度（実績）

21,009

戸籍住民基本台帳費

戸籍住民基本台帳費

6,001

7,248

7,248 7,059

7,059

23年度（実績）

12,450 13,950

事業費 単位

―

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

事
業
費

財
源
内
訳

6,001

6,001

県支出金

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

新戸籍編成数

戸籍全部消除件数

件

件

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画

重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上同上 同上



【CHECK】事務事業の一次評価

②改革・改善案を実現する上で克服する
べき課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

必要性

有効性

効率性

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

死産届出件数

人

人

人

件

件

死亡届出件数

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

1,143

1,217 74 0

20

1,470

3,000

9

1,950

22年度（実績） 23年度（実績）

13

43件日曜開庁日届出件数

出生・死亡届出件数

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

人
件
費 他課の協力分

政
策
体
系

政策

２　行政運営
５　電子自治体の推進

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します小政策
施策

小施策

0

4,217

時間外

千円

千円

件

単位

戸籍住民基本台帳費

0

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

件

指標区分

婚姻・離婚届出件数

1,950 0

15

10

15

0 0

00

8295

窓口延長日届出件数

79,409

1,950

27年度（計画）26年度（計画）

936 902

593 568

0.32

2,474

2,400

74 74

2,400

22年度（実績） 23年度（実績）

0.40 3,000

24年度（実績）

0.26 0

25年度（目標）

0

0 0

0

0

26年度（目標）

0

27年度（目標）

00

28年度（目標）

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

負担金の有無

市民生活部　市民課

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景
届書に基づいて人口動態調査票
を作成し、保健所に送達する。

予
算
科
目

会計

S 22 単年度（継続）

―

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計
画

重点視点

継続
―

義務的事業

単位

婚姻・離婚届出件数

④
対象
指標

終了年度

戸籍事務事業

補
助
単
独
区
分

所管省庁

国・県補助 厚生労働省

新規・継続

活
動
指
標

25年度（計画）

補助率

目
的

一般会計 総務費

【DO】事務事業の実施

491

対
象
指
標

人口

出生届出件数

461

79,63680,125

1,529

632

人

件

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのように
したいのか。どういう状態にした
いのか）

出生・死亡・婚姻・離婚
及び死産の届出書。

人口

死産届出件数

出生届出件数

出生・死亡届出件数
届書に基づいて、人口動態表を正確に作成し、
期限内に保健所に提出する。

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実
際に行った行政活動（サービ
ス）

窓口延長日届出件数
日曜開庁日届出件数

成
果
指
標

1,512

880

495

件
件

人

件

死亡届出件数

件

総
合
計
画

戸籍住民基本台帳費

３　【年度目標】

戸籍法・人口動態調査令

届書を受理した後に戸籍記載をし、人口動態調査票を作成
し、毎月１４日までの分を１９日頃までに送付する。

細目名

事
業
期
間

開始年度

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

手
段

届書に基づいて人口動態調査票を作成し、保健所
に
送達する。

⑤
成果
指標

５　事務事業の目的と手段

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

12事務事業番号

人口動態調査事務
評価区分

評価外事業

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上同上 同上

人



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

【CHECK】事務事業の一次評価

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

②改革・改善案を実現する上で克服する
べき課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

目

手
段 件

件
窓口延長日交付件数（内数）

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実
際に行った行政活動（サービ
ス）

新規交付件数
その他交付件数

活
動
指
標

総
合
計
画

旅券法根拠法令
細目名 関連計画款 項

笠間市に居住する者

笠間市に居住している者に対して、申請に応じて
パスポートを期限内に発行する。

訂正等

延べ交付枚数
紛失

枚

件

件目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのように
したいのか。どういう状態にした
いのか）

５　事務事業の目的と手段
件

対
象
指
標
成
果
指
標

3,280

19

42

補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画 ―
県補助 外務省

開始年度

所属部課名事務事業番号
補
助
単
独
区
分

義務的事業

終了年度

６　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します

一般旅券の申請受付・交付事務

事
業
期
間

市民生活部　市民課

所管省庁

H21 単年度（継続）

―

継続

共催者・関係団体

一般旅券の申請を審査し、県へ
送付し作成されたパスポートを交
付する。

１０年用パスポート　　　１６，０００
円
　５年用パスポート　　　１１，０００
円
子供用パスポート　　　　６，０００
円

予
算
科
目

会計
一般会計 総務費

１　【事務事業の全体概要及び背景 ４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―
３　【年度目標】

負担金の有無実施手法

件

社会保険料　　１８９，１６３円
賃金　　　　　１，４４１，７４０円
消耗品費　　　　　２４，６４０円
使用料及び賃借料
　　　　　　　　　　２０４，１９５円

申請書受理、審査し県へ送達、作成されたパスポートを窓
口で交付する。

新規申請件数

件

事業費及び指標の推移

千円国庫支出金

休日交付件数（内数）

【DO】事務事業の実施

26年度（計画） 27年度（計画）

窓口で申請書を審査受理し、パスポートセンターに
書類を送付し、送付されてきたパスポートを窓口で
交付する。

22年度（実績）

323

28年度（目標）

1,860

0

その他交付件数 72

件

新規交付件数

休日交付件数（内数）

61

1,717

284

170

1,860

0

1,860

3,300 0

0.38 2,850

1,860

0.44 0

24年度（実績） 25年度（計画） 28年度（計画）

1,717

1,860

1,747

4,997

15 0

6,655

0 0

1,860 1,860

5,160

25年度（目標）

1,658

1,860

件

件

件 120

46 43

新規申請件数

訂正等

紛失

27年度（目標）指標区分

件

件

23年度（実績） 24年度（実績）

1,658

00

26年度（目標）

千円 6,865 1,8601,860

窓口延長日交付件数（内数）

13

1,860

3,300

政策
小政策
施策

小施策
２　行政運営
５　電子自治体の推進

0.45 3,375

戸籍住民基本台帳 旅券事務事業

人件費計（イ）

千円

地方債 千円

千円

千円

その他

時間外

61

1,747

22年度（実績）

6,315

戸籍住民基本台帳

1,860

549

1,860 1,847

1,847

23年度（実績）

5,005

1,630

4,468

事業費 単位

―

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

1,618

事
業
費

財
源
内
訳

1,860

1,860

県支出金 1,311

トータルコスト（ア）＋（イ）

件

千円

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

延べ交付枚数 枚

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画

重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上同上 同上



【CHECK】事務事業の一次評価

②改革・改善案を実現する上で克服する
べき課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

必要性

有効性

効率性

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

地区別利用割合「城里町」

延べ件

延べ件

人

人

人

％

％

城里町（旧七会）人口

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

153,680161,856

161,856 179,619

179,619

153,680

3

87

0

3

75

32

22年度（実績） 23年度（実績）

137

1,283延べ件笠間市民利用「火葬・通夜・告別」

地区別利用割合「笠間市」

千円

千円

千円

職員割合

千円嘱託臨時

千円

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

人
件
費 他課の協力分

政
策
体
系

政策

７　斎場・墓地
１　斎場の運営管理

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます小政策
施策

小施策

0

161,856

時間外

千円

千円

延べ件

単位

保健衛生費

153,680

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

城里町民（旧七会）利用「火葬・通夜・告別」

％

指標区分

地区別利用割合「水戸市」

区域外利用「火葬・通夜・告別」

153,755 153,680

57

132

1

33

41

150

29

0 0

153,680153,680

153,680 153,680

52

1,3991,468

水戸市民（旧内原）利用「火葬・通夜・告別」

79,409

153,680

75

27年度（計画）26年度（計画）

2,162 2,135

15,304 15,000

179,619

0

0

22年度（実績） 23年度（実績）

0

24年度（実績）

0.01 0

25年度（目標）

0

153,680

153,680 153,680

0

153,680

26年度（目標）

153,680

27年度（目標）

00

28年度（目標）

28年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無 負担金の有無

負担金　　153,680,000円

市民生活部　市民課

款 項 目

１　【事務事業の全体概要及び背景
笠間市・水戸市（旧内原町）・城
里町（旧七会村）で構成する一部
事務組合「笠間地方広域事務組
合」により、火葬場とセレモニーを
合わせ持ち、要望に応じて火葬
及び告別式等を行う。

予
算
科
目

会計

S51 単年度（継続）

○

共催者・関係団体

所属部課名

実施手法
根拠法令
関連計画

後期基本計画
重点視点

継続
○

維持管理事業

単位

地区別利用割合「水戸市」

④
対象
指標

終了年度

笠間地方広域事務組合

補
助
単
独
区
分

所管省庁

厚生労働省

新規・継続

活
動
指
標

25年度（計画）

補助率

目
的

一般会計 衛生費

【DO】事務事業の実施

10

対
象
指
標

笠間市人口

水戸市（旧内原）人口

9

79,22779,904

88

15,191

人

％

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにし
たいのか。どういう状態にしたい
のか）

斎場利用希望者
笠間市人口

地区別利用割合「城里町」

水戸市（旧内原）人口

地区別利用割合「笠間市」
利用希望者に応じて、葬祭式場の利用・火葬場の許
可及び運営をする。

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実
際に行った行政活動（サービ
ス）

城里町民（旧七会）利用「火葬・通夜・告別」
水戸市民（旧内原）利用「火葬・通夜・告別」
笠間市民利用「火葬・通夜・告別」

延べ件区域外利用「火葬・通夜・告別」

成
果
指
標

86

2,206

10

延べ件
延べ件
延べ件

人

％

城里町（旧七会）人口

％

総
合
計
画

環境衛生費

３　【年度目標】
火葬等の予約受付をし、市民の方と良く打ち合わせをし運営
する。

細目名

事
業
期
間

開始年度

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

手
段

仮予約を受けた後、本予約を受けて運営する。

⑤
成果
指標

５　事務事業の目的と手段

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

14事務事業番号

笠間地方広域事務組合
評価区分

評価事業

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上同上 同上

人



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

民間委託ができない限り、削減の余地はない。

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

【CHECK】事務事業の一次評価

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

斎場は、笠間市・水戸市（旧内原町）・城里町（旧七会村）で構成する、広域事務組合なの
で民間委託は難しい。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

急速な高齢化社会に伴い、火葬需要の増加が見込まれる中で、斎場の老朽化等による施設の維持管理費の増加が懸念される。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

②改革・改善案を実現する上で克服する
べき課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

３市町による、広域事務組合なので、民間委託の協議が難しい。




